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1．は じ め に

　21 世 紀 に 入 っ て 以来 ， 急激 な グ n −一バ ル 化 時代 が到 来 し
， 日本 もそれ に 適応 す る よ うに

経 済，政 治 ， 行 政 ，教育 な どの 仕 組 み を早急 に修正 す る こ と を必 要 と して い る 。 同様 に 英

語 教育の 改革 もそ の
一部 で ， 避 けて は 通 れ ない 状況 に な っ て い る 。 か つ て は ， 英米社会の

言語 と文化 を学ぶ こ とを も っ て す ぐれ た民 族国家 に少 し で も迫 ろ うとい う意気 込み が あ っ

た 。 しか し ，
1980 年代 か らは 情報技術の 発 達に よっ て 世 界諸国 で 共 通 の コ ミ ュ ニ ケ

ー
シ ョ

ン 言語 を英語 に 求め る傾 向がで て きて 経済 政治 ， 科学の 世界で の 情報の 交換 をす る よ う

に な り ， 母 語 と して の 英語使 用 人 口 よ りも第 2 言語 の 使用者 と して の 英語 人 口
， 外 国語 と

して の 英語 人 口 が 多 くな り
， さ らに 今 日に い た っ て は グ ロ

ーバ ル 世界の 共通 言語 と して の

独 占的 地位 を英語 が 固め て い く状態 に な っ て い る 。

　 それ とともに ， 各 国は 自国 の 権益 を主 張 し
， 競争社 会 に 入 り ， 共 通言 語 を 自由 に使 え る

人材 を増やす こ とに懸命 で あ り，それ と ともに native 　speaker 並み ， さ らにそれ に近 い 能 力

を もっ た 人び とが増 えて い る 。 この なか で 英米に 地 理 的に は 比 較的遠い ア ジア 諸 国 は ， 自

分た ち の 権益 を拡 大 す る 目的 と して 英語 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 能力 の 向上 を 目指す よ うに な

っ て お り ， 国 家挙 げて の 明確 な英語 コ ミ ュ ニ ケ
ー

シ ョ ン 能 力 の 振 興 政策 を強化 して お り ，

最近 そ の 効果が よ うや く顕在化 して きて い る 。

　 とこ ろが ， 日本 は この 緊迫感 が
一

部 の 大企 業 に偏在 し ， 政府 自身 が この 問題 が 国の 運 命

に 関 わ る こ ととい う意識 が 見 えな い
。

一
般 人 も英語 コ ミ ュ ニ ケ

ー
シ ョ ン 能 力 が 国際 競争 社

会 に 打ち勝 つ た め に 必 要不 可 欠 で あ る とい う認識 が 足 りない 。 ア ジア 諸 国 の なか で た だ ひ

と り独 立独歩 の 道 を歩 ん で い る 。 そ れ が見 識の あ る 日本人 とい う見方 よ り もむ しろ 狭い ガ

ラパ ゴ ス 社会 に 閉 じ こ も っ て い く とい われ る 状態 で あ る 。 政 治 も行 政 も教育 も勢 い が 出 て

こ ない で ， 互 い に相手 を批判だ けす る状況 で ある 。 英語 教育の 目的は ， 国家の 力 を伸ばす

こ とに結び つ くとい う意識 が
，

一
般に 薄い ま まで ある 。 ま さに ， 危機 的状況が 現れ て きた

の で あ る 。

　 日本の
一

貫 した英語教育シ ス テ ム に 関 して は ， 最近 は 小学校英語教育を含 め る よ うに な

っ た 。 学校 英語 教 育 の 基 礎 で あ る 小 学校英 語 の シ ス テ ム の 改 善 は 必 要 欠 くべ か ら ざ る 問題

で あ り， それ に適 応 す る た め に は あ らた めて 日本 の 英 語 教 育 の 体 系 ， シ ス テ ム を組 み換 え

る必 要 が で て きた。 そ れ で は ， 小 ， 中 ， 高 の 英 語教 育 を政策 面 か ら考 えて み よ う。

　 最初 に ， 日本 の 英語教育 の 根幹 を なす学習指導要領の 策 定 と実 施 の メ カ ニ ズ ム を述 べ る 。

小 ， 中 ， 高 を コ ン トロ
ー

ル す る外 国語 教育政策 は 学習指 導要領 とそ れ を 効果 的 に 推 進す る

外 国 語教育政策会議の 答 申に よ っ て 実施 され て は じめ て 有効 に な る の で あ る 。
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2．学習指導要領 の 改正 とそ の 実施

2．1 基本 目標

　 学習指導要 領 の 基本 目標 は ，   小 ， 中 ， 高 と
一
賀 して 外国語 コ ミ ュ ニ ケ ー

シ ョ ン の 技能

の 向上 ，   異 言 語 ， 異 文化 の 理解 ，   積極 的に コ ミ ュ ニ ケー シ ョ ン を図 る態 度の 3 項 目で

ある 。 こ の うち  ，   は昭 和 22 年 の 第 1 回の 学習指導要領 か ら今 日ま で
一

貫 して い る基 本

目標 で あ り，   は 1989 年の 学習指導要領 改定以 降
一

貫 して い る 目標で ある 。 と くに   は国

際化 とグ ロ
ーバ ル 化の 波 に対応す る事項 として 新た に取 り上 げられ た 。

2．2 小学校外国語活動

　 明治時代 に 始 ま り ， あ る程 度 は 盛 んで あ っ た小 学校 英 語 教育は 法律 上戦 後消 え たが ， あ

らた め て 小 学校 英 語が 復 活 して きた 。 そ の 経 緯 を説 明す る、

　小 学校英語 教育の 開始 に つ い て は ， 1984 年 中曽根総理 が 戦後 の 教育の 総点検 を お こ な う

た めに 開催 した臨 時教 育審議 会 に お い て 提 出 され た第 2 次答 申 （1986年） の な か に外 国語

教育 の 改 革 の
一

環 とし て 簡 単 なが ら外 国語 学習 時期 の 検討 が 明記 され た こ とには じま る 。

平成 5 （1993）年 「外 国語教育 の 改善調査 研 究協力者 会議答 申」 （座長 小池 生 夫） に よ り，

小学校英語 実施 の 検討 を は じめ る こ とが決 ま っ た 。

　 平成 2〜 6 年 文 部省 教 育研 究 開発企画 評価協力者会 議 の 決 定 を受 けて 英語 教育の 実験 が

開始 され た 。 やが て 平成 14 （2002）年 に 「英語 が使 える 日本人 の 育成の た めの 戦略構想」

（座長遠 山敦子 文部科学大臣）が ス ター トし
， 総合改革政策 の も と多 くの 問題 が討議 され ，

決 定 され た が
， そ の 際の 調査 で は 英語 活動 が 「総合的学習」 の 利 用 が 多く ，

98 ％の 全国小

学校が 英語 活 動を実施 して い た 。 こ うして 平成 20 年 3 月 に指導要領改正 に伴い ，小 学校 に

英語は 「外 国語活動」 と して 教科 に 準 じて 認 め られ ， 5
，
6 年生 に 週 1 時 間単位で 必 修 ， 無

評 価 とい う条 件 で 平 成 23 年 度 か ら正 式 に 実施 され る こ とに な っ た。現在 は試 行 期間 で あ る

が ， ほ とん ど の 小 学校で 実施 中で あ る 。 教科書は な い が ，そ れ に 準 じる もの と して 文 科省

が 作成 ， 全 国小 学校 に 無償配布 した 「英語 ノ ー ト」 5 年用 ， 6年 用 が あ る 。 語彙 は 定 め られ

た もの で は な い が 実質 的 に 約 285語 あ る。

2．3 小 学校外 国語活動新設

　小 学校 英 語 の 背 景 と して は ， 世 界 を覆 うグ ロ
ー バ ル 化 が 現 実 化 して い る な か で ， 児童 の

国際協力 へ の 関心 ， 言語 に 対 す る関 心 ， 特 に英語 に対 す る興 味 を お こ し ， 中学英語 へ の ス

ム ー ス な連 携 を考 えて コ ミ ュ ニ ケー シ ョ ン 能 力 の 素 地 を養 う必 要 が あ る と し た もの で あ る 。

し か し
， 韓 国 ， 中国な どは 明確 に 英語 に よ る コ ミ ュ ニ ケ

ー
シ ョ ン 能 力 の 養 成 を小 学校 低 学

年 か ら高校 まで
一

貫 して シ ス テ ム 化 し て お り， 積極 的 に 英 語能 力 の 養成 ， 国際理 解ば か り

で な く ， 自国の 発 展 を 世 界各 国 に認 め させ よ う とす る態 度 の 養 成に も踏 み 込 ん で お り ， 積

極果 敢 な攻 め の 姿勢 を教 育 目標 に して い る の で あ る 。 こ の よ うな 姿勢 は ， 東 南ア ジア 諸 国 ，

欧 米諸 国で
一般 に 共 通 して み られ る傾 向 で あ り ， 国際 コ ミ ュ ニ ケ ー

シ ョ ン 語 とな っ て い る

英 語 の 能力 養 成が 各 国の 言語 教 育に と っ て 必 要 で あ る とい う認 識 は
一

般 的現 象 とな っ て い

る の が 現 実 で あ る。
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日本 の
一・・

貫 した英語教育 シ ス テ ム の 改革 に向けて

2．4 中学英語学習指導要領改正

　中学英語は ， 平成 24 年度か ら学習指導要領改正 に よ り週 3 時問プラ ス 1 時間の 体制か ら

4 時間体制 へ と移行す る。 語 彙 も 900 語 か ら 1
，
200 語 程度に 増 え る 。 学力 の 向上 を 目指 し，

小学校英語 を 引き継 ぎ ， 文法事項 と コ ミ ュ ニ ケー シ ョ ン の 場面 と表現の 調和に 努 め る 。
こ

れ が 目標 で あ り ， それ に そ っ て の カ リキ ュ ラム で あ り， 語 彙 ， 文型 な どの 内容 を整 備す る 。

コ ミ ュ ニ ケ
ー

シ ョ ン 能力 の 育成 に 向 け て 中学英語 は 小 学校英語 との 連結 を 求 め られ る 。 こ

れ は か つ て ない ほ どの 中学英語 の 在 り方 の 問題 に浮 上 す る だ ろ う。 全 体的 に み て 中学英語

教育はい ま ま で にな い ほ どの 変質 ， 充実 の 可能 性 が で て きた とい え る 。 中学英語 で は小学

校 英語 に つ づ い て 教 え られ るの だ か ら，教 授 法 には発 想の 転 換が 求 め られ よ う。

2．5 高等学校指導要領改正

　 コ ミ ュ ニ ケ
ー

シ ョ ン 能 力 の 養 成 を徹 底す る こ とに よ り， 以下 の 新 設 科 目群 を設 置 した。

　 コ ミ ュ ニ ケ
ー

シ ョ ン 英語 1 （3 単位）

　 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 英語 II （4）

　 コ ミ ュ ニ ケ
ー

シ ョ ン 英語 III （4）

　 英語表現 1 （2）， 同 II　 （4）

　 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 英語基礎 （2）

　 英語 会話 （2＞

　 こ の 特徴は
，

コ ミ ュ ニ ケ
ー

シ ョ ン 能 力 を総合的に 連携づ け て 指導を徹底す る とい う点 で

従来 の 指導要 領 よ り
一

段 と そ の 方 向を進 め た もの で あ る 。 授業は 英語 で 実施す るこ と を原

則 とす る とい うの も こ σ）方 向 に進 む こ とを鮮 明 に した もの で あ る 。 これ は ， 生徒 に 英語 で

コ ミ ュ ニ ケ
ー

シ ョ ン 能 力 を つ け る練 習を させ るの だ か ら，先 生 も指 導 上必 然 的 に英語 を使

用 す る こ とに な る とい う考 えで あ る。語 彙 は 1
，
300 語 か ら 1

，
800 語 に 増 え る。中学か ら高校

ま で の 語 彙合 計 は 3，000 語 に な る 予 定 で あ る 。 こ うなれ ば ， 遅 れ に 遅れ た 英語 力 ア ッ プ の

問題 の うち語 彙数 に 関 し て は韓 国 ， 中 国 に ほ ぼ追 い 付 くで あ ろ う。

　 さて ， 中学英 語 との 連携 をは か るの は 当然で あ る と して ， さま ざまな方法 が と られ つ っ

あ る 。 高校 と 中学 の 連携 ばか りで な く ， 将来に は 小 学校 か らの
一

貫 した 英語 教育シ ス テ ム

が待 望 され る の で あ る 。
こ れ に は ， 教員の 現 職 教育 の 整 備 ， 拡 充が

一
層必 要で あ る 。

2．6 外国語指導要領改正 の 特徴

　指導 目標 は 小 ， 中 ， 高 とも に大枠で 共 通原則 に な り ， さ らに 無駄 な く
一

貫性 を は か る方

向を明確 に して い る 。
コ ミ ュ ニ ケ

ー
シ ョ ン 能力の 向上 を

一
層 目指 し

， 語 彙数 を増や し ，
「ゆ

と りの 時 間」 （1977 年）以前 に ま で 戻す こ とに よ うや くな る 。 ゆ と り教育 の 学習 内容の 厳

選 の 方針 に よ っ て 語彙 は 高校 で 約 4
，
000 語 で あ っ た の が か な り減 っ て い た 。 週 5 日制 が 実

施 （1996 年） され ，教 育 内容 の 厳 選 の あ ま り さ らに 語彙縮 小 に 向か っ て い っ た 。 こ の ま ま

約 30 年 問 に わ た り，こ の 方針 の 変 更 が なか っ た た め に ，学習 内容 が 減 り，学力 が 下 が る と

い う現象 がお きた。英 語 ばか りで は ない 。PISA 実施 の お か げ で 学 力 向上 の 声 が 国民 の 問に

起 っ て きたの は ， 前 か らあ っ た 学力 下 降の 恐れ が 現実化 した とよ うや くひ とび とが 理 解 し

た とい え よ う。 英語 は PISA に は 含 ま れ て い ない が ， 学 力の 低 下 に含 ま れ る の は 文 科省 の

指導の
一
律 性か ら想像 して も 同 じ傾 向を示 す で あ ろ う。 そ の 歪 を 大 幅修正 す る必 要 が で て
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きた とい う判 断で ， よ うや く今回 の 指導要領 の 改正 で 軌道修正 が お こ なわれ ， 学力の 到 達

レ ベ ル の 向上 が はかれ る こ とに な っ た 。 そ の 効果 は 20 〜 30 年た たな い とわか らな い
。 問題

は グ ロ
ーバ ル 社会で カ ギ となる英語 コ ミ ュ ニ ケ

ー
シ ョ ン 能力 が そ の 間熾烈 な国 際競争に耐

え る こ とが で き るで あ ろ うか とい うこ と で あ る 。 学力 ， 特に 英語 コ ミ ュ ニ ケ
ー

シ ョ ン能力

の 大 幅 向上 は待 っ た な しの 課題 で あ る 。

3．JACET と大学英語 教育政策

3．1 臨時教育審議会

　JACET は 昭和 58 （1983＞年 「大 学英語 教育 に 関する 実態 と将来像の 総合的研 究 （1）」教

員 編報 告 書 を出版 し た 。 それ まで 大 学 英 語教 育の 調 査 は 日本 で は実施 され た こ とが なか っ

た 。 実態が 不 明 で あ る こ とに JACET は 自らの 改革の ス タ ン ス を決 め か ね ， 大 学英語教育 に

対 して 漠然 と不 安 を抱 い て い た 。 当時 危機意識 を も っ て ， こ の 大 規模調査 に 乗 り出 した の

は正解で あ っ た とい え よ う。
こ の 報 告書は 自分た ちの 研 究や教育の 指針以 上 に 目本 の 英語

教育改革 の 必 要性 を引き 出す有力な証 拠 に な っ た の で ある 。 私 は 責任者 と して こ の 作業に

携 わ っ た 。

　翌年 昭和 59 （1984）年 8 月 に は臨時教育審議会 が 発足 した 。
こ の 時 ，

こ の 報告書の 故 に

私 を含めた JACET 代 表 は第 4 部会 の ヒ ア リン グに 招 か れ ， 審議会に英語 教育改 革意見 を具

申す る とい う展 開 とな っ た の で あ る 。 昭 和 60 （1985）年 に 上 記実態調 査の 続編 （学生 編）

が刊 行 され ， 同 61 （1986）年 4 月 に 臨教審第 2 次答 申が 出 され た 。
こ こ で 外 国語 教 育改革

の 必 要 が明記 され た こ とが戦 前，戦 後 の 外 国語教 育の 大 きな転換点 にな っ た、「外 国語 学習

は 長年 に わ た り多大な努力に か か わ らず， 実効は 薄い
。 英語教育 の 主 目的を文 法翻訳 式 よ

りも実際の 4 技能に よ る コ ミ ュ ニ ケー シ ョ ン 能 力 の 養成 を主 とす る こ とに 絞 る」 と明記 さ

れ た。 以 降 ，
こ の 方 向 は 学 習指導 要領 の 中心 の 目標 に な る。 JACET か らの 実 態調 査 報告 と

3 度 に わ た る ヒ ア リン グで 具 申し た意見 が 改革の 大き な原 動力 に な っ た の で あ る 。 大学，

中等教育の 実態 の 大規模分析 は ， そ の 後 しば ら くE 本で は JACET の 報告 しか な く ， そ の 客

観的 数字が 議論 の 拠 り所 に な っ た とい っ て よい
。 それ は劇 的 な エ ピ ソー ドが端 緒 とな っ た

の で あ る が ， こ こ で は省 略す る 。

32 実態調査例 を紹介す る と

　1983 〜 2007 年 ま で の 数次に わ た る実態調 査対象 は ， 会員 3
，
000 名前後で あ り ，

こ れ は全

国国公 私 立 大 学英語 教員 の 約 3 分の 1 に 相 当す る と こ ろ か ら
，

ほ ぼ 日本 の 大学 英 語教員 の

意 見 を反映 す る も の と考 え る根拠 とな っ た。 そ の 結 果 を
一

部 紹 介す る。

　 教員 に対す る 学生 の 要 望 の 代表 的 な もの は ，
「授 業の 工 夫 を して も らい たい 」，

「コ ミ ュ ニ

ケ ー
シ ョ ン 能 力 を つ け る授 業を」，

「国際 人 の 養成を b 「授業 は 改善 され て い ない 」 で あ っ

た 。 教師の 猛 省 を促 す基 に な っ た の で あ ろ うか 。 それ に 対 して ， 英語 教貴の 声は 『教授法

は 担 当教 員 の 自由」， 「英 文 和訳 が 圧倒 的 」， 「教授 法改 革に 関心 あ り」， 「コ ミ ュ ニ ケ ー
シ ョ

ン 能 力養成 」を 目指 す とい うもの で あ っ た 。意識 の なか に戦 前 か らの 伝 統 が 継 承 され つ つ ，

新 しい こ とに も関 心 は 湧 き上 が っ て きた とい え よ う。

　 戦 後 の 新 しい 変化 の なか で 英語 教員の 男女比 率 は 8 ： 2 か ら 6 ： 4 に変 わ っ た 。 専門分野

に 占め る割合 が 英語 教育 ， 英文 学 ， 英語 学 の 順 番 に逆転 した 。 か つ て は 英文 学が 7 割 ぐ ら
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日本の
一

貫 した 英語教育 シ ス テ ム の 改革に 向 けて

い で あ り， 英語 教育が 専門 で あ る と名乗 る教員は ほ ん の 少 数で あ っ た 。
こ の よ うな動きは

必然的 に英語教育の 専門性 を高め ， そ の 専門性を
一
般英語 教員の 層に も必 要 と思わせ る方

向 に変 え る と い う大きな変化 を引 き寄せ た の で あ る 。 地 層の 変化 が 起 こ るべ く して 起 きた

の で ある 。

3．3 外 国語教育政策会議 の 内容

　学習指導要領 の 実施 効果 を上 げ る た めに 外国語 教育政策 を文科省 が 中心 に な っ て 制 度設

計 をお こ な う時代 にな っ て きた 。 それ に都道 府 県教委 ， 市町村 教委 が こ れ に従 っ て 動 く。

外 国語政 策会議 は 戦後 15 年 に 一
回 ずつ 開催 され た 。 最 近 20 年 は 開催 の 頻度 が 上 が っ て 数

年 ご と に 開催 され て い る か ら 15 年毎 とい う定期的開催 よ りは 必 要 に応 じ て 開催 され る よ

うにな っ た とい え る 。
こ の 政 策会 議 に関 して は ， 私 は JACET 会長 と して 度 々 文 科省 に 意 見

書 を提 出 ， 外 国語 教育政策会議 の 座長 を務 めた こ とも数回 ある 。 そ の 経 験に基づ い て そ の

政策策定の 基本 を述 べ れ ば ， それは 以下 の よ うで あ る 。

　総合政 策の 立 案の ス トラテ ジー は点か ら線へ
， さ らに 面 へ の 影響 が 出 る よ うにす る 。

20

〜 30 項 目か らな る 個々 の 政策 を有機的 に結び 付 けて 総合政策 と して 決 定 した 。 た とえ ば，

大学 入試 セ ン ター試 験 に リス ニ ン グ試 験 を導入 ， 小 学校英語 の 採 用 ， 中 ， 高 ， 大 の
一

貫す

る英 語教 育改革 シ ス テ ム の 構築 ， 高校 で は 英語 に よる授 業 へ の 改革 を 目指 す SEL −Hi 実施 。

英 語 教員 の 英 語 力 を保 障す るた め に TOEIC 　730，　 TOEFL 　550，英検 準 1級以 上 等 を英 語 教

員採 用 の 目安 とす る 。 中 ， 高英語 教員 の 海 外大 学院 の 留学に 給与 の 支給 は しな い が 身分保

障 を与 え る ， 毎年高校生海 外 留学 1 万 人 を派遣 ， 国語教育 との 関連性 を もっ て ニ ミ ュ ニ ケ

ー
シ ョ ン 能 力 育成 を考 え る な どが決 め られ た。 こ れ らの 政策 は慎重 に受 け入 れ られ た が

，

問題 は 実施面 で 実効性 が あ る の か で あ る 。 こ れ に つ い て は ， 省内 の 体制 ， 予 算規模 ， 都道

府 県教 育委 員会 な ど との 連携 の シ ス テ ム
， 政 党の バ ッ ク ア ッ プ に よ っ て 差 が で て い る 。

しか し ， 全体的な印象か らい え ぱ， 総体的 に は不 十 分 で あ るが ， 部分 的に は新 しい 方向 に

進 み ， 効果 をあげて い る とい うこ とで あ ろ う。

3．4 大学審議会関係

　 中教審 に よ っ て 新設 され た大 学審議会 は ， 平成 3 （1991）年 に 開催 され た 国立 大学 を 中

心 とす る大学改 革 「21 世紀の 大学像 と今後 の 改革 方 策に つ い て 一 競争的 な環境 の 中で 個性

が 輝 く大学の 形成」 を 目指 した
。 文 科省 は 国 立 大学法人 法 を 通 して 護送船団 方式 か ら 自立

責任方 式 に 基本 政 策 を転 換 し ， 大 学の 活性 化 を 目指 して 高等 教 育政 策 を大 幅 に変 更 した 。

ま た経費削減方式 を立 て て 国 立 大 学に 自立 を促 し，学長 に強い 権 限 を与 え，厳 しい 経営 を

行い ， 改革 の 実を あ げる よ うに 政策変更 を行 っ た 。 大学独 自の カ リキ ュ ラ ム が組 め る こ と

に な り， 特色 が 生 か せ る権 限 も与 え られ た が ，

一
方 ， 改 革 に 失 敗す る な ら ， そ の 大 学 は 門

を閉 じ る の も仕方 な し と した の で あ る。 私 立 大学 も従 うこ とに な っ た。 数 が 増 え続 け る大

学 とそ の 生存競争 が 顕在 化 ， 激化 し ， さ らに 若年 層 人 口 の 滅 少 が 大学入 学 を多角 化 し
， 形

骸化 す る傾 向 に な っ て き た 。
こ れ ら政策 の 変 更 は こ の こ と を予 測 した 思 い 切 っ た 政策 で あ

る 。

　 し か し， こ の 政策 は 思 わ ぬ と こ ろ で 大学 の 外 国語教 育に 重大 な 変化 を もた らす こ と に な

っ た 。 それ 以 降 ， 日本 の 国公 私 立 大 学 は 改 定以 前 と比 較 し て ， 研 究 教 育組 織 ， カ リキ ュ ラ
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小 池 生夫

ム 改革 が 自由に な り，
一 気に外 国語 教 育 の 学生 の 単位 数 の 自由化 に ともな う弱化 ， 語 学 教

員集 団の 分散 に ともな う人事権 ， カ リキ ュ ラム 権 の 喪失 を招 き， 当該大学で どの よ うな 国

際 人 ， 教養 人 を養 うか ， そ の 理 念 を具 体的 効果 に結び つ け る こ と に 苦労す る 大学が 増 え続

けた の で あ る 。

3．5 大 学外国語教育政策の 変更 と混 乱

　旧 大学設 置基準で は ， 英語 8 単位 （週 2 コ マ
， 1年 ， 2 年）が必修 で あ り ， 第 2 外国語 も

6 単位準必修 で あっ た 。 そ れ に対 して 新基準で は ， 設 置基準 で は ，
4 年 制 大学卒業に必 要 な

総 124 単位 の み を規定 し ， そ の 中身 の カ リキ ュ ラ ム
， 講座 な どは 各大学が 自ら決定す る方

式 に全 面 的 に変 更 した 。

　その 決 定に つ い て は ，JACET で は 緊急 に 会員 に調 査 した 。 そ の 結果 ， 現状 維 持 を望 む者

が 60％ を越 え た 。 そ の 結 論 を もっ て ， 文 部省 か らの ヒ ア リン グで は ， 参考人 と して 大学外

国語 教育 に関 して は ，従 来 の 科 目， 単位 方式 の 維 持 を求 め た、 結 果 は 押 し切 られ たが ， し

か しそ の 後 の 大学外 国語 教育の カ リキ ュ ラム の 現 状 をみ る と，私 達 が 求め た必修 ， 8 単位 ，

第 2 外国語 6 単位 は 妥 当で あ っ た とい え よ う。

　 さて ， 改革 に よ っ て 何 が 起 きた か 。 待 っ て い た とばか り国立 大 学は
一

般教育課程 を全 国

的に 廃止 し た 。 こ れ は思 い が け ない こ とで あ っ た が
， そ れ だ け ，

一
般 教 育の 価値 を認 め る

の に 内容 が伴 わ なか っ た の で あ ろ う。 と もか く変革 され た 結果 ， そ の 中核で あ る外 国語 部

門で は ， 教員集 団が解散 し ， 他学 部に 分散 分属 され る よ うに な り ， 既存 の 人 事財政の 権利

を失 う事 態 とな り， カ リキ ュ ラム ， 授 業 内容 な どの 改善 は大学 に よ っ て さま ざま とな っ た 。

そ の 結果 ， 現在 は 外国語 教育の 改革主導権は 学長 に あ るが ， 外 国語 学習 に つ い て は ， 実務

は 外 国語 セ ン タ ー方式 を とる 大学 も現れ ， 外 国語教員 は 弱 小集団 に な る か ， 新 しい 発 想で

新 しい 人事構 成 をお こ し て
， 英語 コ ミ ュ ニ ケ

ー
シ ョ ン 能 力 を選 択学 生 に は 重 点的 に っ け る

とい う政策 を とるか とい う状態 に な っ て い る 。

　私 立 大 学は形 態 が さま ざまで あ り， 特 定 の 傾 向を示 す ともい えない が ， 受験人 口 の 減少

をま と もに 受 け ，
小 さな パ イ を奪い 合 う状 況 に な り ， 学力 低 下 に よ り ， 英語 を必 修 か ら外

す 大学 もで て きた 。

一
方 で は ， 英語 を使 っ て集 中的に

一
般教育 と専門の 授業 を行 う大学や

学部 も現 れ ，他 方 で は ，英語 も必修 か らはず す 大学 も現 れ た。 両極 に分 か れ て い く傾 向が

で て き た 。 最近 に な っ て ， 英語 コ ミ ュ ニ ケ ー
シ ョ ン 能力養成 を主 要 なテ

ー
マ と し ， 教養 と

し て よ りも専 門分 野 に お け る 国際活 動 の 道 具 と して 英語 コ ミ ュ ニ ケ ー
シ ョ ン 能力 の 養成 を

考 え る方 向が 中心 に な っ て い る よ うに 思 わ れ る 。

3．6 新 しい 大学外 国語 教育の 流 れ

　英語 教 員 の 専 門研 究 分 野 は英 米 文学 か ら応 用言 語学 系統 の TESL 教員 中心 へ 移 り，教養

中心 か ら教 授 法効果 ， 学習 法効果 を は か る研 究 が 主流 を な す よ うに な っ て きた。 コ ミ ュ ニ

ケ
ー

シ ョ ン 能 力養成 中心 の カ リキ ュ ラ ム と教養主 義的 翻訳 式 教授 法 に 分 か れ ，前者 が 学 生

の 希 望 に 適応 した 方式 に な る 。

　 さま ざま なカ リキ ュ ラ ム に よ る集 中訓練 ， 短 期集 中セ ミナ ー方 式 ， 長期短 期留学制度 ，

週 2 回 の 授 業に か わ っ て 1 回 の 授 業 が 増 え る
一一

方 ， 第 2 言 語 教育で あ る ドイ ツ 語 ，
フ ラン

ス 語 な どの 授 業 は 単位 数 の 削減 ，自由選 択 科 目 に な り ， 選択 す る 学生 は 少 な い 状況 で あ る 。
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日本の
一
貫 した英語教育シ ス テ ム の 改革 に向 けて

一一
方 ， 中国語の 学習者 が増 え ， 海外 の 短期 ， 長期 の 研修制度の 設置や英語 immersion方式 ，

content −based方 式 ， 外国人 講師の 採用 が増 える 。 任期限 定の 日本人 講師採 用の 傾 向が強 ま

っ て い っ た 。 しか し
， そ の 傾 向 に つ い て は ，数量 的調査 を し な けれ ば ， 正 確の 数 字 は不 明

で ある 。

　
一

方 ， 世界が グ ロ ー バ ル 化 され つ つ あ る 中で ， 日本人 の 対応 能 力 が 必然 的 に 不十分で あ

る とこ ろ か ら， 大 学執 行部の 方針 で 大学全体や学部全 体で ほ とん どす べ て の 教科 を英語 で

行 う徹底 した 英語教育 を実施 して い る大 学が で て きた 。 そ れ らの 大学が 目立 っ て 効果 を上

げ ， 世 間 の 注 目を集 め ， 就 職 率 も高 い とこ ろか ら， そ の 政 策 を とる 大学 が少 しず っ 増加 し

て きて い る 。 た とえば ，
立 命 館 大 ア ジ ア 太 平洋 学部 ， 上 智 大学 国際 文化 学部 ， 早稲 田大 国

際糠 学部，国 騰 養大学な どが す べ て ，ま た は 多 くの 科 目で英語 を使肌 ，i  ersion で

Content−based　approach ，
　 CLIL 　approacb を徹底 して お こ な っ て 効果を あ げて い る 。 こ れ に似

た カ リキ ュ ラム で あ るが
， 日本 語 と英 語 の 両方 が 通 用す る人 間形 成 と し て の 教 養 教 育を実

施す る ICU が あ る 。

　 中国語学習で は 明海 大学方式 で の 集 中訓練 をお こな っ て い る が ， こ こ で の 初 め て 学ぶ 日

本入 学 生 が 示す 中国語 コ ミ ュ ニ ケ
ー

シ ョ ン レ ベ ル は ，

一
般大学 の 中 国語 コ

ー一
ス と比 較 して ，

あ き らか に 高 い 成績で あ る こ とをみ る と ， 当該外 国語 に よ る集 中訓 練 は 相 当成 功 し て い る

とい えよ う。 こ れ は 1， 2 年生 で 週 10 コ マ で創 る カ リキ ュ ラ ム と教材 を用 い て 初級 か ら中

級 向 きに 日本語 を
一一

切 使 用せ ず ， Oral　approach と co     icative　approach の 両 方 の 効果的

な方法 を合成 した ， 中国北京師範大方式を 明海大に合 わせ た独特 な方式で あ る 。

4．グ ロ
ー バ ル 世界に対応す るには

4．1 グ ロ
ーバ ル 競争社会 の 到 来一 21 世紀初頭の 特徴

　 コ ン ピ ュ
ー タ科学の 発展 に と もない 世界 中の 情報の 量 と速度 の 飛 躍 と大衆化 が 進 ん で い

る。 ア ジ ア で は 中国 ， 韓 国 ， 台 湾 ， 東 南 ア ジ ア 諸 国 ， イ ン ドの 経済発展 が 著 しい
。 欧州 で

は Co   cil　of 　Europe や European　Union な ど欧州各 国 の 現 代語 教育の 成 果 が 著 し い
。 中国 ，

韓国 な どは
一・

種 の nationalism で ，政府が 世界で 強い 国家 を め ざすた め に国民 に対 す る英語

コ ミ ュ に ケ
ー

シ ョ ン 能力 養 成 を重 要 な国家政策 と して行 っ て い る 。 日本 は 外国語教育の 国

家政策が 弱 く ， 閉鎖社会 に陥 り ， 国全体 の 外 国語 能力 強化 の 動 きが 停滞 気 味で あ る 。 こ の

不 安状態 は ， 21 世紀 に な っ て 急激 に 顕在化 して き た の で あ る 。 私 が 35 年 前か らそ の こ と

を 予言 し て きた通 りに な りつ つ あ るの は 残念 で あ る 。

4．2 グ ロ ー バ ル 社会 に必 要 な人材 を求め る政府の 動 き

　 こ の 停滞気 味の 日本 に危機 を感 じて 経産省 ， 文 科省 の 共 同提 案で の 「産 業人材 育成パ ー

トナ ー シ ッ プ ・ グ ロ ーバ ル 人 材 育成 委 員会 」 が 開催 され ， そ の 報 告 書 （平 成 22 年 4 月 25

日）が 発 表 され た 。 そ れ に よ る と ， グ ロ
ーバ ル な環 境で 活 躍 で き る人 材養成 の 日的は ， 主

体 的に物 事 を 考え る ， 多様 な背 景 を持 つ 同僚，取 引先 に 自分 の 考 え を わ か りや す く伝 え る 。

価値 観 の 差 異 を乗 り越 え る 。 相 手 の 立 場 に 立 っ て お 互 い を理解 す る 。 新 しい 価 値 を生 み 出

す 。 文化 の 差 異 か らそれ ぞ れ の 強 み を 引 き出 し活 用 し
， 相 乗 効 果 を生 み 出す こ との で き る

人材 を多数養 成 す る こ とが 焦 眉 の 急 で あ る と訴 え た もの で あ る 。
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43 グ ロ ー バ ル 人材 に求め られる 能力

　 グ n 一 バ ル 人材 に求 め られ る能 力は ， 以 下 の 3能 力 を総合 した能力で あ る とい う。

1）社会人 基礎力

　　前 に 踏み 出す力 ：主体性 ， 実行力 ， 働 きか け の 力

　　考 え抜 く力 ： 課 題発 見 力 ， 計 画力 ， 創造 力

　　 チ
ー ム ワ

ー
クで 働 く力

　　傾聴力 ， 状況把握力 ，
ス トレ ス コ ン トロ

ー
ル カ

2）異文化理 解 ， 活用力

　　文化 ，歴 史を背景 とす る価値観 コ ミュ ニ ケ
ー

シ ョ ン 方 法 の 差異を認識す る能力

3）外 国語能力

　　 特 に 英語 で の コ ミ ュ ニ ケー シ ョ ン 能力 の 養成

4．4 大学 の グ ロ ーバ ル 人 材育成法

　 日本 企 業 が世 界市場で 存在感 を失い つ つ あ り ， 内向 きな 日本 の 若者 が 多 くな り，海外志

向の 低 下 が 一
般 的現象 にな る今 日 ， 大 学 で グ ロ ーバ ル 社 会 に活 躍す る 多 くの 人材 を養成す

る必 要 が あ る 。 それ に は ，た とえば ，以 下 の 方法 を とるべ きで あ る。

・産 学提携 に よ る大 学の グ ロ
ーバ ル 人 材の 育成

・経 営 者 に よる グロ
ー バ ル ビジ ネ ス の 講 義

・ 外 国語 に よ る教養 ， 専門科 目の 講 義 ， 討論

・多様 な価値観 ， 文化 ， 歴史 を知 識 と して 習得
・海外 交換留学に よ る 経験

以 上 を英語教育 と他科 目 と連携 して 授業 に取 り込 む こ との 検討 をす る 。

5．どの 程度の 英語力が 必 要か

5．1 どの 程 度の 英語 力が ビジネ ス パ ー ソ ン に必 要か

　英語 コ ミ ュ ニ ケー シ ョ ン 能力 養成の た め に は ， まず最高到達 目標 の 具体的設 定が 必 要 で

あ る。 それ は ど うや っ て 設 定す るの か 。 こ の 際 に重要 な こ とは ， 専門 の ビ ジ ネ ス に 必 要な

英語 力 を つ け る こ とが 目標 で あ り， そ の 人数 を最大限増やす こ とが そ の 目標 で あ る。 それ

は結 果 的 に ほ とん ど native 　speaker と変 わ らな い レ ベ ル で あ り ， しか もこ の レ ベ ル が 世 界共

通水準 と想定す る こ とが で き る 。 で は どの 程度 か を最 近 お こ な っ た調 査 か ら抜粋 して 紹介

し，検討 を進 め る 。

5．2 調査 分析 の 対象

　 この 表 は 7
，
354 名 の 国際 業務 経験 が あ る ビ ジ ネ ス パ ー

ソ ン を対 象 に し て ，英語 コ ミ ュ ニ

ケ ー
シ ョ ン 能 力 が ど の く らい 必 要 と思 うか を （A ） と し

， そ れ に 対 し て 彼 らが 実際 に 受 け

た テ ス トの 成 績 を （B ） と し て 示 す 。 そ の 上 で （A ） と （B ） との 差は ど うな っ て い る か を

調 査 し た もの で あ る 。 参加 者 数は 膨 大 で あ っ て ， 強 い 信頼感が お け る （新聞 な ど世論 調 査

は 2
，
000 人 程度）。 そ の 構成内容 は東証 1 部上場企 業約 30％ ， 他は 中小 企 業 ， 海外 駐 在経験

者 20％ ， 海 外 出張経験 53％ ， 男性 60％ ， 女性 40％で あ っ た 。 こ れ に よ る と回答 者の 英 語

力 は TOEIC の 全受験者平 均 値 よ りは る か に 高い 。 ち なみ に ，　 TOEIC 公 開テ ス ト2008 年 度
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全受験者数は 60 万 以上 で 平均得点 580， 団体特別 受験制度受験者は 90 万 以 上 で 447 で あ

る 。

表．国際交渉上 必要 だ とす る 英語力 （A ） と現実 の 英語テ ス トか ら見た英語 力 （B ） の 差

回答者 の 割合 TOE 互C TOEIC −PBTTOEFL −CBT 英検 CEFR

0〜20％ 前後 （A ）900〜 （A ）650〜 （A ）280〜 （A ）1 級 （A ）C2

（B）850〜 （B）600〜 （B）250〜 （B）1
，準 1級 （B）な し

0〜60％前後 （A ）850〜 （A ）600一 （A ）250〜 （A ）1級 （A ）Cl

（B）700〜 （B）550〜 （B）213〜 （B ）2 級〜
（B）な し

0〜90％前後 （A）750〜 （A ）550〜 （A ）213〜 （A ）準 1級 （A ）B2 〜

（B ）550〜 （B）500〜 （B ）i73〜 （B ）準 2 級 （B ）な し

注．「企 業が 求め る英語力」 （朝 日出版） （小 池生夫編集代 表） P123 よ り抜 粋

　こ の 中で 回答者上 位 20％の 英語能力 は きわ めて 高 く ， TOEIC ・900以 上 で native 　speaker に

近 い レ ベ ル が 必 要で あ る と考 え るが ， 自分 自身 の 実際 に 受 けて み た テ ス ト結果 に よ る と

TOEIC が 850 以上 ， 英検で 1 級で あれ ば ， 専門 とす る仕事 に つ い て の 国際 ビ ジネ ス で 競争

相手 と対 等 にや りと りが で き る し
， そ の 自信 も あ る 。

　上位 60％ま で は到達 目標 は TOEIC で 850 以上 で あ るが
， 実力 は 750 以 上 ぐ らい で

， 本

人 は不 安 を残 す 。 欧 州 で は 高校 卒 で 到 達す る レ ベ ル が 日本 で は海外 実務経験の ない 英語使

用者 が 達 し うる最高 レ ベ ル と想 定 され る。

　 こ の 最高 レ ベ ル が 日本 の ビ ジネス パ ー ソ ン で 達す る最 高基準 で あ り ， それ に達 して い る

ひ とが 20％程度 しか い ない の で は ， 多種多様に わ た る ビ ジネ ス を 処理 す る に は 人数 が少 な

す ぎ る と思 われ る 。 そ れ 以 下 の レ ベ ル で は ， 専 門分 野 で の ビ ジ ネ ス 上 で 問題 をお こ して い

る可 能性が あ る 。

　 今 日 ， 大学卒業生 で あ る ビ ジネ ス パ ー ソ ン で 海外取引 に従事す るひ とが達 して い る英語

コ ミ ュ ニ ケ
ー

シ ョ ン 能力 は こ の レ ベ ル で あ る こ とが 日本 で は じ め て わか っ たの で あ る 。 そ

れ に 達す る に は ， どの よ うなカ リキ ュ ラム
， 教授法 ， 学習法が必 要か 。 小 学校 か ら大学ま

で 英語学習が 一
貫 して い れ ば ， 競争相 手の 他国人 とも対等 な歩み をす る こ とが可能 か

。 む

しろ 戦略 を あ らた め て構 築 しな けれ ば な るま い 。

6．欧州 にお け る現 代語 教育 の 枠組み

6．1CEFR とは ？

　欧州 にお い て は Council　ofEurope が 現代語教育政策 に っ い て 約 40年か か っ て 衆智 を集 め

て 作成 し ， 加 盟 国の 承 認 を と る と と も に EU も 協力 して 進 め て い る 政策が あ る 。 そ の エ ッ

セ ン ス が ， ℃ ommon 　European　Framework 　of 　Reference　 for　Languages： Learning
，
　teaching

，

assessment
’

（CEFR ）（Carnbridge　Univ．　Press， 2001）に説 明 され て い る 。 こ の 内容 は ，第 2 次 世 界

大 戦 の 反省 に 立 っ て 欧 州各 国で 人権 を維 持 す る こ とが 最 も重要 で あ る とい う認識 に す べ て

立 っ て 共 同歩 調 を と り，one 　greater　European　nation を将来 目指 す と し て 諸 政 策 を 実施 す る が ，

とくに 現代 語教育の 改 革 が そ の 鍵 を握 る とい う確 固 と した共通 の 信 念 を持 つ に い た っ た 。

こ の 基礎 的思想 に 基 づ い て 欧州 各 国 の す べ て の 現 代語 の コ ミ ュ ニ ケ ー
シ ョ ン 能 力 の 到 達 レ
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ベ ル を 6 段 階に 設 定 し， そ れ を can −do 方式 で 記述 文 と して わ か りや す く説明 して い る 。 そ

の 背後 に さま ざま な研 究 の 積み 上 げ が あ り ， 現場の 実施が あ っ て の 支持 が ある とい われ て

い る。 こ れ は欧 州 にの み 当 て はま る共 通 の 参 照枠で は な く ， 世 界の どの 言語 で も外国語 コ

ミ ュ ニ ケ
ー

シ ョ ン 能力 の 到達基準 の 設 定に役 立 つ もの で あ る。今 日 グ ロ
ーバ ル 時 代に 入 り ，

英語 が国際共 通 言語 と して 圧倒的 な通用力 を もつ こ とか ら 目本で も世 界基準 に適応 しなが

ら我 が 国の 実 情 に適応 す る よ うに 修 正 す る こ とに よ っ て
一

層学習の 効果 を あげ る手段 とす

る こ とが 可能で あ る 。

　 これ は ， IELTS
，
　TOEFL

，
　TOEIC

，
　STEP との 共 通 相関性 と相 関換算値 が 発表 され て い て ，

さ らに適応 可 能性 が高 くな っ た 。 また ， Breakthrough，　Waystage，
　Threshold

，
　Vantage（Cambridge

Univ．　Press） な どの レ ベ ル 別 の 参考要 覧が Al 〜 B2 ま で 4 段 階 に利用 可 能 で あ る 。 ま た

Cambridge　ESOL 　Examinations も 6 レ ベ ル に対応 して お り，
全 面 的に参考 に な る 。

6．2ELP と CEFR −J との 関係

　CEFR は 欧州 共 通 の 第 2 言語 教育の 公 的基準で あ り
，

どの 第 2 言語 ， 外 国語 で も学習上

利 用 で き るの で ， 共 通基 準 枠 を動 か せ ない が ， 各国の 外 国語 学習や 文化 な どの 実情に 必 ず

しも合 わ ない 。 そ こ で European　Language　Portfolio（ELP ）をつ くっ て ，個人 の 言語 能力 とそ

の 教育程度 を示 すの で あ る が ， そ の なか に language　passport，　language　bibliography，　dossierを

含む 。
こ れ は それ ぞれ言 語 能 力確認 言 語 学習履歴 ， 学習成 果資料 を含む 。 そ の なか に 学

習 者 の 現 代 語 能 力 の 自己評 価 を 可 能 に す る能 力 記 述 説 明 文 の リス トを各 国 で 作 成 し ，

Council　of 　Europe の 正 式の 承 認 を うけた もの を使 用 して い る。 こ の 方式 を 日本 で も参照 し ，

日本版 をつ くる こ と に よ っ て 世界基 準 を利用で き る ， そ れ が妥 当で あ る と考 えて い る 。 小

池科 研 を経 て ， 現在投 野 科研 で 開発 中で あ るが
，

こ の CEFR に 関速 して ， 学会 や 大学で は

自分 た ち の 条件 に適応 す る もの を作成 し，利用す る動 き が 最近 急 に出 て きた 。 こ れ は英 語

ば か りで な く ， 日本語 教育 ， ドイ ツ語 ， フ ラ ン ス 語 教育で も研 究がお こ なわれ て い る 。

6．3 英語 コ ミ ュ ニ ケー
シ ョ ン 能力 ＋ 交渉力 の 必要

　先に説 明 した ビ ジ ネ ス パ ー
ソ ン の 調査 に よる と ， 英語 コ ミ ュ ニ ケ

ー
シ ョ ン 能力が あれ ば

国際競争 に 対抗 で きる か とい うと，必 ず し もそ うで は な い こ とが わ か る。 以 下の 表はた と

え ば ， 回答者 が以 下 の 項 目 に 回 答 して い る 百 分 率 をみ る と ，
ビ ジネ ス 上の 討議 に は相 当苦

労 して い る と思 わ れ る 。 以 下 の 質 問 「外 国人 と職 務上 の 議 論で
， 次 の 経 験 が 10 回 中何 回 あ

りま す か 」 に対 して ，
こ の 経 験 が 7 回 以 上 あ る人 の 百 分率 は

）

）

）

）

1234

）5

英語力 が不足 の た め に討論 に つ い て い くの が 精一杯 。 　 27％

自分の 意見 を言 う前に 相手 の ペ ー
ス に乗 せ られ て しま う。　 38％

議論 で 反 論や 自分 の 論 を進 め る こ とが で きな い 。　 43％

論議 中 に 自分 が 言い た い こ とが 言 え な い うち に タイ ミ ン グ を逸 し ， 不 利 な立 場 に た た

され る 。 　 33％

議 論 で 話 す 内容 に広 さ ， 深 さが 乏 し く ， 相 手 の 信頼 を 得 る こ とに 不 安 をお ぼ え る 。

40 ％
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日本 の
一一・

貫 した 英語 教育 シ ス テ ム の 改革 に 向けて

また その 対抗策と して は ， 以下の 意見 が圧 倒 的 に多い の は注 目す るべ き こ とで あ る 。

1）相手 の 国の 経済力 ， 政治事 情 ， 文化 な どに造 詣が深 い 必 要 が あ る 。 　 85％
2） 交 渉前 の 調 査 ， 交渉後 の 分 析 力 の 必 要 　 83％

3）臨機応 変 の 判断 へ の 自信 と力 が必 要　 90％

4）交 渉者 と し て 信 用 が 置 け る と認 知 させ る。　 85％

　ま た ，
ビ ジネ ス パ ー ソ ン が 日本の 英語教育界 に対す る要望 事項 をま とめ る と

1）英語 コ ミ ュ ニ ケ
ー

シ ョ ン カ の 向上 に 強力 な総 合的国家戦略 をっ くれ 　60％

2）実社会で 即応で きる英語 力 を大学で 磨 くべ き　 72％

3）デ ィ ベ ー ト力 向 上 ， 自己 主 張 と説得 力 を鍛 え る べ し　 83％

　上記 か ら学校教育を 通 して 外国語 に よ る 交渉力 を っ け る た め の 戦略 を具 体的に 設 計， 実

施 す る必 要 が あ る こ とは 明 らか で あ る 。

7．提言

1）英語 コ ミ ュ ニ ケ ー
シ ョ ン 能力 を抜本 的に質 と量 の 面 で 向上 させ る こ とが 必 要 で あ る 。 そ

れ に は総 合 政策 を立 て る必 要 が あ り，時 間 とエ ネル ギー が必 要 で ある 。 日本 は 現時点 で は ，

国 際競争 に負 け て い るの で は な い か 。 対抗 で き る トッ プ 20％の ひ とた ちの 数 をす くな くと

も倍増 させ る こ とが必要で あ る 。
い まや ， 日本の 企 業そ の 他の 分野 で 海外 に活 動 の 地点 を

広げる 時代 に な っ て い るが ， 中企業 ， 小企 業な どで 英語 を操 っ て 海外 ビ ジネス をや る こ と

が で きる人た ちは か な り少な く ， 危機的で ある とい われ て い る 。 そ の た め に英語 能力養成

の 人 口 分布 を 三 角形 タイ プか ら梯形 タイ プ に し ， トッ プ に つ なが る レ ベ ル の 人 口 を広 げる

政 策 をたて る必 要 が あ る 。
こ れ は 英語 教 育シ ス テ ム の 大 幅見直 しを含む こ とに な ろ う。 富

士 山や八 ヶ 岳や阿蘇 山 を思い 起 こ せ ばわ か る よ うに
， 頂 点 は 大 きな裾野 によ っ て 支 え られ

る 。

2）
一

貫 した 英語 教育シ ス テ ム の 開発 を総合的に行 うべ きで ある 。そ の た め の 開発 の 研 究が

必 要で あ る 。 韓国の 英語 教育の 開発 は 6 年間で 4
，
600億 円 を投入 し ， 総合的に 多角的に行

っ て い る と聞 く 。 英語 教 育 を 国家の 重要事 項 と し て認 識 して い る。 目本 の 文 科省の 英語教

育の 本年 度予算 は 6
，
7 億程度 あ っ た が ， 民 主党の 仕 分 け政 策で 予 算ゼ ロ と査 定 され た 。 の

ちに 英語 ノー トの 作成 費だ け認 め られ た が ， これ も現 場 の 猛 反発 を うけて ， 印刷 ， 配布 代

だ けの 僅か の 予算だ け復活 した とい う。 小 学校教員 の 英語 活動対 応の 現職 教 育費は 県負担

の み とな り ，
か え っ て 高い もの に っ くこ とに な る 。

　そ こ で ，前述 した CEFR を 中心 に 日本 に 適応 す る CEFR −Japan版 を 作成 し，日本人 が グ ロ

ーバ ル 世 界 に お い て 活躍 す るの に 必 要 な到 達 レ ベ ル を グ ロ
ーバ ル 世 界 に 適応 す る よ うに 最

高到 達 レベ ル を設 定す る。 そ れ に 合 わせ て 6 段 階方式 で 各段 階 の 到 達 目標 を示 す 。 そ れ を

学習者 ， 教 師 が協 力 して ， 個 人 の 到 達 レ ベ ル で そ の 人 に 適応 した レ ベ ル の 英語 コ ミ ュ ニ ケ

ー
シ ョ ン 能力を つ け る こ と にす る 。 こ こで 対 象 に な る 6 段 階の 参考枠 は 「読む ， 書 く ， 聞

く ， お 互 い に 話す ， 人 前で ス ピ ー チ す る ， 言 語 の ス トラ テ ジ ー
， さ らに 語彙分布 ， 文 法要

素の 学習順位 な どそ れ ぞ れ 」 に 対 して到 達 す る べ き最 高 目標 を 亅頁点 に して 順次 に 各学校 の
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小池 生 夫

教育段 階に 到 達 目標 を参考値 と して 設 定す る 。

　 さ らに それ の 実現 に適 応 した カ リキ ュ ラ ム
， シ ラ バ ス ，教材 ， 教授法，教師の 専門性 の

資格 と専門職 教育 ， さ らに学習者 の 学 習方 法 ， 教 師 ， 学 習者 の 評価 手段 な どを適応 させ る

こ とに よ りカ リキ ュ ラ ム ，言 語材料 な どを学校教育全 体を通 して
一

貫 性 を もたす こ とにす

る 。 それ は ， 欧 州 そ の 他 の 諸国で は す で に 実施 され て い る こ とで あ る 。

　 ま た 外 国語 と して の 日本 語 教 育界 で も国際 交流 資金 を 中心 に す で に こ の 参 考 枠 の 内容 を

記述 し ， それ に そ っ て の 能力検定試験 ， 教材開発 を行 っ て お り ， 英語 教育 よ りも進 ん で い

る とい え る 、 ドイ ツ語 教育 ， フ ラ ン ス 語 教育学会 で もそ の 動 きは 活発 で あ る 。 大学で も若

干 の 大学 は こ の 方式をそ の 大学に あ うよ うに 作成 し ， 利 用 して い る 。

　 こ の よ うな考え方は ，強制 され るべ き もの で はない が
， す で に 欧州全土には

一般化 して

い る現代語教育方法で あ り， そ の 効果が認 め られ て い る し ， さ らに 研究が深化 し ， 修正 が

お こ な われ て い るの で あ る。
つ ま り ， 地球 世界で こ の コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 能力の 教育方法

が 各国 ， 政府 ， 自治体 ， 学校で 関心 を も っ て 自ら の 意思で 決 め
， 実施 して い くの が 必 要 に

な る時 が来 つ つ あ る の で あ る 。

　 それ も英 語 の 場合 ， 国 際通 用語 に な っ て い る現 状 で は ， そ の 波 を無視で き ない こ とに思

い をい た すべ きで あ ろ う。 どの 国 も第 2 言語 ，外 国語 教育 に真剣 に取 り入 れ て い るの は，

そ れ な りの メ リ ッ トが あ る か らで あ る 。 そ れ は 多言語 多文化 の グ U 一 バ ル 社会世界で コ ミ

ュ ニ ケ
ー

シ ョ ン 能 力 が非 常 に 重 要 で あ り ， それ の 教 育に対 応 す る に は ， 現在 の とこ ろ も っ

とも適 して い る と多 くの 言語 教育の 専 門家が 認 め ， 国の 連合体，各国 政府， 地方 自治体，

各学校 ， さ らに 各学校段階 を繋 ぐ効率的 な仕組み で あ る と関係者が認 め て い るこ とに よ る

の で あ る 。

　 こ の 仕 組 み は ， 学 習者 申心 に本 人 に適 当な 「言 語 コ ミ ュ ニ ケ
ー

シ ョ ン 技 能 の うちな に を

ど こ ま で 〜 で きる か 」 の レ ベ ル を 6 般 階に 分け て 設 定 して お り ， 学校 の 学年枠 に必 ず し も

沿 っ て い る の で は な く ， 学習者 の 言語 習得 段 階を初級 か ら最 上級 に 進 ませ る 途 中で の 段 階

を 6 段階方式に して お り， 点数式の 評価基準で は ない
。 人 間 の 言語習得の メカ ニ ズ ム と学

校 で の 外 国語教育の プ ロ セ ス が矛 盾 をお こ す こ とで は ない
。

　 さ らに ， さま ざま な教授 法 ， 学習法 を特定 して い る もの で もない
。 そ れ を包む あ らゆる

言語学習 ， 習得 に適す る よ うに取得 レ ベ ル 中心 に 参考 として の 枠組 み を提示 して い る 。 そ

の 参照枠方 式 は ， C。uncil 　of 　Europe で 40 年に わ た っ て の 研 究実 施 され て お り ， ア ジ ア で も

中国 は 10 年 以 上 前に そ の 枠組 み を学習指導要領 に 取 り入 れ て い る。 ま た STEP
，
　TOEIC

，

TOEFL ，　IELTS な ども CEFR との 相 関関係 の 設 定 に カ を入 れ ， す で に 公 表 し て い る の で あ る。

3）い ま や ， 日本人 の 英語 コ ミ ュ ニ ケ
ー シ ョ ン カ の 弱 さは ， 民 間企 業 ， 官庁 ， 大学 ， 学会 ，

政府 ， 政党の 共 通認 識 で あ り，そ れ が 熾烈 な 国際競争 で 厳 しい 状況 に最近 は 追い や られ て

い る状 況 か らき て い る とい う認識 が 広 ま っ て い る。 英語 コ ミ ュ ニ ケ
ー

シ ョ ン 能 力 ， 積極 的

な 議論 力 の 低 さが 国力 を衰 退 させ る原 因 に な っ て い る こ とを 自覚 し な けれ ば な らな い 。 そ

の 改 善 の た めの 具 体 的政 策設 計 が い まや 必 要 で あ る。

　 それ に は 国際社会 で 活 躍で き る人 材 の
一

層 の 開発 ， 国民 の 国際競争 で対抗で き る英語 コ

ミ ュ ニ ケ
ー

シ ョ ン 能 力 の 向上
， そ の 他 の 言語 力 ， 実務 力 ， 議論力 ， そ し て 深 く広 い 教養 の

養 成 が必 要 で あ る 。 そ れ も小 学校 か らの
一

貫 した 学校教育 を大 学ま で カ リキ ュ ラ ム 化 し ，
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日本の
一

貫 した 英語教育シ ス テ ム の 改革に 向けて

効率 の 高い 英 語 力 を っ け る方法 を科学的に研 究 し，打 ち立 て るよ うに外国語 教育の 総合政

策を立 て る必要 が あ る 。 大学英語 教育学会 はそ の た め に なにをす るべ きか 検討 を期待 した

い 。

注

　本稿は 大学英語 教育学会 関西 支部 2010 年度春季大 会 （2010 年 6月 19 日 （土）15：30〜 17：00，

同志社女子 大学今 出キ ャ ン パ ス ）に お ける講 演を多少修 正 した論 文 で ある 。
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